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 事前混合処理工法は，土砂に少量の安定材（セメント等）と分離防止剤を事前に添加・混合し新材料に

した後，所定の場所に運搬・投入してそのまま安定した地盤を造成する工法である．造成された地盤は， 

安定材のセメンテーション効果により粘着力が付加されるため，これまで埋立地盤の液状化対策として主

に採用されてきた．また同時に土圧低減効果があることから，岸壁背面に適用した場合には構造物のスリ

ム化や基礎地盤改良範囲の減少あるいは耐震性能増加効果も同時に期待できる．本工事では事前混合処理

工法の土砂材料としてスレーキング性の軟岩を用いることから、事前処理として土砂材料の細粒化が必要

となった．このため，土砂材料の細粒化と安定材の混合を同時に行える回転式破砕混合工法を適用した．  
 

     キーワード : 事前混合処理工法，液状化防止，スレーキング防止，回転式破砕混合工法 

      
 
１．工事概要 
 
 漁港用地造成工事においてケーソン岸壁背面の液

状化防止および埋め立て後の地盤沈下防止を目的に

事前混合処理工法を採用した．用地造成の埋立面積

は約 20Ha，水深は 14mである．埋立総土量約

350,000m3の内訳は普通土（トンネル掘削土，礫混じ

り砂）が約250,000m3，事前混合処理に用いる材料は

敷地造成工事から発生する軟岩（泥岩）とその風化

土砂約100,000m3である．施工期間は平成13年度およ

び14年度の2年間で計画されている．また，施工場

所は流氷が漂着することから12月から5月までは海

水温度が0℃以下に低下する．  
 事前混合処理の材料として用いる泥岩はこれまで

の調査および室内配合試験結果から，海水中にその

まま埋め立てた場合にはスレーキング現象が発生し， 

時間の経過とともに細粒化による地盤の沈下や液状

化の発生が懸念された．このため，泥岩を細粒化す

ることによりスレーキングが発生しない材料に加工

すると同時に安定材（セメント）を混合して処理土

とすることにより液状化防止を図る計画とした．  
 
（１） 土砂材料の特性 

 土砂材料は泥岩および強風化泥岩である．泥岩は

粗石分100%のいわゆる岩塊である．その一軸圧縮強

さはqu=6,410kN/m2と大きいが，スレーキング率は

25.1%，またその時の破砕率は35.7%であることから，

埋め立て後，特に干潮帯においては確実にスレーキ

ング現象が発生し，細粒化による地盤沈下が生じる

材料である．強風化泥岩は既にスレーキングによる

細粒化が発生していることから，最大粒径が概ね

50mm，砂分以上が79.2%の砂質土と見なせる．  
 

表-１ 土砂材料の室内試験結果 

 

 試 験 項 目 弱風化岩 強風化岩

土粒子の密度ρs(g/cm3) 2.624 2.606 
自然含水比 Wn(%) 14.9 32.1 
最大粒径 Dmax(mm) 300 53.0 
粗石分 75～300mm(%) 100 0 

礫分(%) 0 64.8 
砂分(%) 0 14.4 

シルト分(%)   0 11.1 
粘土分未満(%)    0 9.7 
均等係数  Uc 1.8 1540 

粒

 
度

 
試

 
験

曲率係数 U’c 1.0 12.8 
液性限界 wL(%) 57.6 63.5 
塑性限界 wP(%) 34.6 39.0 
塑性指数 IＰ(%) 23.0 24.5 
吸水率 (%) 22.7 － 

ρt 1.950 － 密度 
(g/cm3) ρd 1.661 － 
ｽﾚｰｷﾝｸﾞ率 (%) 25.1 － 
破砕率 (%) 35.7 － 

一軸圧縮強さ (kN/m2)  6,410 － 
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（２）これまでの試験結果の概要 
埋立材料がスレーキング現象により細粒化し， 

しかも液状化の恐れがあることから，最大粒径を変

化させた配合試験を実施した。目標強度は液状化防

止が図れる一軸圧縮強さqu=100kN/m1)とした．その

結果，最大粒径を5mm以下とすることにより安定材

添加量は96～110kg/m3となるが，最大粒径が20mmを

越すとこの数倍の添加量となることを確認した．    

 

 

２．事前混合処理工法1)の概要 

 

 事前混合処理工法は土砂に安定材を添加混合後，

分離防止剤を噴霧して安定材と土砂の分離を防止し，

埋立後に液状化しない安定した地盤を造成する新し

い地盤改良工法である．これまで表-２に示すよう

に11件，改良土量約90万m3の実績がある．工法採用

の目的は液状化防止が最も多く，耐震補強の事例で

は地震災害後の既設岸壁背面液状化防止や土圧低減

の目的での適用例が増加しつつある． 

 
表-２ 事前混合処理工法の実績 

 

工事名称 目  的 
数量 

(千m3) 
時 期

東京湾横断道路 
人工島 

耐震補強 
433 

H4.4～
5.3 

石狩湾新港 
岸壁背面 

液状化防止 
56 

H5.6～
6.3 

新潟空港 
滑走路 

液状化防止 
115 

H5.7～
6.3 

神戸港災害復旧 

（3件） 

岸壁 

耐震補強 
230 

H7.3～
8.9 

東通原子力 

発電所 

岸壁背面 

液状化防止 
31 

H11.6～
11.8 

伏木富山港 

（2件） 

岸壁背面 

液状化防止 
21 

H11.12
～12.2 

境港災害復旧 

（2件） 

岸壁背面 

液状化防止 
13 

H13.11
～14.1 

合   計 899  
 

（１） 混合設備 

 事前混合処理工法の混合設備は，表-３に示すよ

うに施工能力から2種類の設備がある．設備規模の

選定は，混合処理量や工期および経済性を総合的に

判断して決定する．設備の構成は図-１に示すよう

に土砂の貯蔵・定量供給設備，安定材の貯蔵・定量

供給設備，材料の搬送・混合設備，分離防止剤製

造・添加設備および製造量・安定材添加率を管理す

る施工管理システムから成る．  

この工法は土砂と安定材の混合にベルトコンベヤ

の速度とその接続部に設置したダンパーを用いてい 

る．このため，施工能力が大きく経済性に優れるが，

混合可能な材料は，礫質土や砂質土など土粒子が容

易に分離することが必要である．また，ダンパーに

よる混合方式を採用していることから，土砂の含水 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-１ 事前混合処理設備 

 

比が大きくなると混合時のばらつきが大きくなる．

このため，施工可能な含水比は概ねω=15%程度で

ある．  
 

表-３ 事前混合処理工法設備の概要 

 

規  格 B500 B900 
混合処理能力 125m3/h 250m3/h 
適用可能な材料 砂礫・砂質土：砂分以上85% 
土砂最大粒径 100mm 50mm 

含水比 ω=15%以下 

適用工事規模 
小規模 

1～3万m3 
大規模 

3万m3以上 
 

（２） 処理土の工学的特性 

 処理土は礫・砂質材料に安定材を混合して製造さ

れるため，材料土砂が当初から持っているせん断抵

抗角φと安定材により付加された粘着力cをもつ特

有なせん断強さを保有する新材料である．  

 この粘着力の効果により液状化防止や土圧低減が

可能となる．液状化防止に必要な強度は，今までの

研究から一軸圧縮強さでqu≧100kN/m2である．また， 

土圧を算定する時の粘着力cは次式で算定する．  

 
ここに，Cd：処理土の粘着力（kN/m2） 
    qud：処理土の一軸圧縮強さ（kN/m2） 

    φdo：未処理土のせん断抵抗角（°） 
 また，処理土の透水係数は未処理土に比較して１

オーダー低下して概ね10-2～-4cm/sとなるが粘性土の

ような不透水性材料とはならない．したがって処理

土のせん断強度を求めるためには三軸圧縮試験にお

いてはＣＤ試験を適用する．  

 

（３） 一軸圧縮強さと乾燥密度 

 処理土の一軸圧縮強さは図-２に示すように乾燥

密度と密接な関係がある．すなわち，乾燥密度が大

きくなると一軸圧縮強さが指数関数的に大きくなる． 

したがって，施工時の埋め立てた処理土の密度増加

が品質確保を図るために重要である． 

安定材供給設備 土砂供給設備 

混合設備 

分離防止剤設備

処理土 
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図-２ 処理土の一軸圧縮強さと乾燥密度の例 
  

 

（４） 安定材の種類と添加率 

 これまでの研究と実績から，安定材は高炉セメン

トB種を用いている．高炉セメントB種を用いる理由

は，耐海水性（強度発現）が最も重要なファクター

である．この結果，必要な強度を確保するための安

定材添加率が小さくなり，さらに沖縄県を除く地域

では，高炉セメントB種が普通ポルトランドセメン

トに比較して安価なことから経済性も同時に実現し

ている．および高炉Bセメントは，セメント処理土

に要求される六価クロム溶出抑制にも効果があるこ

とが確認されている．  

安定材添加率は材料土砂の種類と改良目的により

差異がある．現在までの実績添加率は表-４に示す

ように概ね3～7.5%の範囲にある．液状化防止に限

定すればその範囲は3～5.6%である．  
 

表-４ 安定添加率と処理目的 

 

目 的 土砂の種類 安定材添加率（%） 

液状化防止 
浚渫砂 

裏埋め砂 

3.0,4.0 
5.6 

液状化防止 

支持力増強 
購入山砂 7.5 

土圧低減 まさ土 7.5 
 

（５） 本工事に適用する場合の課題 

本工法の標準的な混合処理設備は，従来，浚渫砂

や購入山砂など混合が容易な材料の大量・急速施工

に最適なシステム構成である．したがって，本工事

の材料のように泥岩や風化泥岩など固結した材料を

破砕混合する機能は備えていない．このため，この

工法を本工事の材料に適用するためには，事前処理

として泥岩の破砕工程が別途必要となる．  

 また，施工時期が冬季になることから海水中に埋

立て後の処理土の養生温度が約0℃と極めて低い．

さらに，このような極低温での施工実績が無いこと

から，その強度発現を阻害されることが懸念された． 

 

３．回転式破砕混合工法の概要２） 
 

回転式破砕混合工法は，礫材や粘性土塊材料の破

砕とセメントやベントナイトなどの添加材との混合

が同時に行える新しい工法である．破砕混合は高速

回転する複数本・数段のチェーンの衝撃力・せん断

力により，装置内部を落下する材料の破砕と混合を

同時に行う．  

このような特長から，従来再生利用が困難であっ

た礫混じり土やアスファルト殻あるいはコンクリー

ト混じり土砂などの建設発生土の破砕混合処理に最

適な工法である．  
 

（１） 破砕混合原理 

 破砕混合原理は，土砂・石炭灰および添加材など

の混合材料をベルトコンベアによって混合装置の上

部に定量供給し，その落下エネルギーを有効利用し

ている．破砕混合原理，構造および特徴を表-５に

示す．  

 
表-５ 回転式破砕混合工法の原理・構造および特徴 

 

名  称 ツイスター工法 

混合原理
高速回転する多段チェーンによる

衝撃・せん断＋重力 

構  造

ﾘﾝｸﾁｪｰﾝ：土質に応じた本数･段数  

破砕室：φ1,000～1,500 
全高：3.4～5.0m 

回転数：０～1,000rpm 

特  徴 破砕・混合 

適用土質
粘性土，砂質土，礫質土，軟岩 

脱水ケーキ，コンクリート殻 

施工能力 30～100m3/h 
 

（２）構造 

 本工法の破砕混合機は，水平方向に高速回転

（500～1,000rpm）するリンクチェーン（土質に応じ

た本数・段数に変更可）により破砕混合する機構で

ある．チェーンによる衝撃・せん断を行うため，材

料中の大礫や小枝等の異物による故障が生じにくく，

多様な土質材料への適用が可能である．図-３に破

砕混合機の構造を示す．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
建設発生土等 添加剤 

（ｾﾒﾝﾄ,ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ等）

破砕混合土

回転式破砕混合機本体

（ツイスター） 

図-３ 回転式破砕混合機 
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（３）他工法との比較 

回転式破砕混合工法は，既存の工法と異なり一台

の機械で破砕機（クラッシャ）の機能と混合機（ミ

キサ）の機能を併せ持つ．この工法が適用可能な材

料は，礫質土・軟岩・粘性土塊およびコンクリー

ト・アスファルト殻など，従来は事前処理として一

次破砕や除去が必要な材料についても可能である．

さらに混合された材料の粒度構成が大幅に改善され

るため，原材料に比較して施工性や取り扱いが向上

し締固めが容易となる．その結果，強度や遮水性な

どの性能が向上する．また，破砕が可能であること

から今後はリサイクル分野での利用や適用範囲の拡

大が期待される．本工法と従来から採用されている

既存機械の組み合わせを考慮した破砕混合工法の比

較例を表-６に示す． 

 
表-６ 破砕混合工法比較 

 

工法名 
回転式 

破砕混合工法 

自走式破砕機 

および混合機 

破砕混合

方式 

ﾘﾝｸﾁｪｰﾝ 
高速回転 

破砕：ｼﾞｮｰｸﾗｯｼｬ 
混合：ｲﾝﾊﾟｸﾄｸﾗｯｼ

ｬ･２軸ﾐｷｻ 

適用材料 

粘性土～礫質土 
最大粒径≦300mm 
砂礫，軟岩，ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ･ｱｽﾌｧﾙﾄ殻  

粘性土～礫質土 
最大粒径≦500mm
砂礫，軟岩，ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ･ｱｽﾌｧﾙﾄ殻  
混合品質 優 良 
特  徴 破砕混合 破砕＋混合 
施工能力 150～500m3/日 500 m3/日 
経 済 性 ○ △ 

用  途 

遮水土，路盤・路

床・埋戻，リサイ

クル 

遮水土，路盤・路

床・路体・裏込・

埋戻 
 

（４）回転式破砕混合設備の構成 

 回転式破砕混合設備は，表-７に示すように施工

能力から 2 種類の設備がある．設備規模の選定は，

混合処理量や工期および経済性を総合的に判断して

決定する．設備の構成は図-４に示すように土砂の

貯蔵・定量供給設備，安定材の貯蔵・定量供給設備， 

材料の搬送・破砕混合設備および製造量・安定材添

加率を管理する施工管理システムから成る．さらに，

必要に応じて加水設備を設けることにより，含水比

調整が可能な設備構成とすることが出来る．  

この工法と事前混合処理工法の大きな違いは，破

砕混合設備にある．前者は破砕混合に回転式破砕混

合設備（ツイスター）を用いるが，後者は混合をベ

ルトコンベヤの乗り継ぎ部に設置したダンパーで行

う． これらのことから回転式破砕混合工法とは，

事前混合の処理設備に回転式破砕混合機（ツイスタ

ー）追加したことになる．この破砕混合設備の追加

により利点としては破砕機能が付加されたことが挙

げられるが，一方この追加により処理能力の低下と

いう短所が発生する．  

 
表-７ 回転式破砕混合設備の概要 

 

規  格 D1000 D1500＊ 
混合処理能力 30ｍ3/h 50ｍ3/h 

適用可能な材料

砂礫，砂質土，粘性土 

軟岩，コンクリート・アスファ

ルト殻，スラッジなど 

土砂最大粒径 100mm 200mm 
含水比 ω=50～60%以下 

適用工事規模 
小規模 

1～3千m3 

中規模 

3千～2万m3 
＊2 万 m3以上の大規模工事では D1500×2 台とした

100m3/h 級を用いる．  

 

（６） 処理土の工学的性質 

 回転式破砕混合工法は，従来の設備と異なり破

砕・混合を同時に行い，その時に土砂材料の細粒化

と空気が混合した不飽和土となる．この結果，原材

料が粘性土であっても締固め等の施工性が大幅に向

上する．  

 また，添加剤としてはセメントおよびベントナイ

トなど任意の材料を加えることが可能なため，元の

材料の工学的性能と大幅に異なる材料を製造するこ

とが出来る．表-８にその一例を示す．同表では強

度が必要な場合と遮水性能が必要な場合の２例を示

している．いずれの材料土砂においても建設発生土

を場内で有効利用するには，前処理として一次篩い

後の破砕が必要な材料であったが，回転式破砕混合 

地盤材料貯蔵ホッパー 地盤材料貯蔵ホッパー

添加材料供給フィーダ 

地盤材料供給フィーダ 

地盤材料供給フィーダ

供給側ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ

ツイスター装置

引き出し側ﾍﾞﾙﾄｺﾝﾍﾞｱ

混合土

図-４ 回転式破砕混合設備 
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表-８ 破砕混合土実績および品質例 

 

 目  的 
調整地法面

保護 
処分場遮水土 3) 

種  類 
風化花崗岩 

マサ土 

凝灰質角礫岩 

粘性土 

最大粒径 300mm 200mm 

土

砂

材

料 含水比 10～13％ 
礫 岩 25～30％ 
粘性土 50～70％ 

種  類 高炉Ｂｾﾒﾝﾄ ﾍﾞﾝﾄﾅｲﾄ 
添加率 5.0％ 5.0％ 

添

加

剤 変動係数 5～10％ ― 
含水比 12～14％ 32.2～36.7％ 
最大粒径 26.5mm 37.5mm 
一軸圧縮強 1,000kN/ｍ２ ― 
締固め度 95%以上 96%以上 

処

理

土

品

質 透水係数 ― 4～7×10-6 cm/sec
 
工法を採用することにより所要の品質の確保と経済

性を両立することが可能となった．  

表-８の実施例での土砂材料と破砕混合後の処理

土の状況を写真-１に示す．写真のように，回転式

破砕混合機での処理土は大きな礫を破砕することか

ら粒度分布の改善と均質な材料製造が可能となる．  

 
調整池法面保護      処分場遮水土 

 

 

土砂材料 

 

破砕混合土 

 

写真-１ 破砕混合処理土の例 

 

４．実施工状況 
 

（１）回転式破砕混合工法採用までの経緯 

 工事発注後事前混合処理設備を用いた混合処理が

可能で，かつ 10mm 以下に破砕可能な工法を種々選

択し，試験施工を行った．最初に自走式クラッシャ

（ジョークラッシャ）を用い破砕実験を行った．そ

の結果，ジョークラッシャではその破砕機構から固

い岩石やコンクリート殻などの脆性材料には適して

いるが，泥岩など練り返しによる強度低下が著しい

材料においては破砕が行えず，泥岩が粘性土となる

状況が発生した．また，更にバックホウによる掘削

後，その掘削土砂を振動篩を用い 10mm 以下に選別

する方法を試行した．試行の結果，この方法では事

前混合処理に必要な材料供給Ｖ=1,000m3/日に比較し

て約 1/100 の材料製造が限界であることが判明した． 

このため新たな泥岩の破砕工法を選択し，回転式破

砕混合工法がその候補となった．  

 

（２）事前破砕実験 

 回転式破砕混合工法の泥岩への適用性を確認する

ために破砕実験を２回実施した．1 回目は破砕可能

性と破砕能力の確認実験である．この実験により概

ね所要の粒径の材料が製造可能であることから，2
回目の実験では粒径 10mm 以下の製造率を向上する

対策を実施した．なお，実験装置の規格は D1000 型

（混合処理能力 30m3/ｈ）の実機を用いた．  

実験の結果を表-９，図-５に示す．図-５には破

砕前の弱風化岩，強風化岩の粒度分布と実際に施工

する弱風化岩と強風化岩の混合材（4:1）について

破砕した結果を示す．実規模実験の結果，混合材料

については最大粒径 300mm の材料が Dmax=26.5mm
となり，しかも粒径 10mm の通過率が 92%を超える

ことを確認した．   
  

表-９ 試験結果 

 

試 験 項 目 
弱風化岩：強風化岩

4:1（乾燥質量比） 
土粒子の密度試験ρs(g/㎝ 3) 2.620（合成密度） 

自然含水比 ｗn(%) 16.8 
最大粒径 Dmax(mm) 26.5 

粗石分(%) 
75mm~300mm 

0 

礫分(%)2～75mm 49.0 
砂分(%)75μm～2mm 
シルト分(%)5～75μm 
粘土分(%)5μm 未満 

51.0 

均等係数 Uc 4.6 
曲率係数 U’c 0.3 
5mm 以下(%) 71.2 

粒

 
 
度

 
 
試

 
 
験

10mm 以下 (%) 92.2 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-５ 事前破砕試験結果 
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これらのことから，本工事での適用性を確認して工

法の採用を決定した．  

 

（３）設計・施工条件および課題 

 工事の目的は前述のように岸壁背面の裏込め土の

液状化防止とスレーキング防止である．液状化防止

対策は事前混合処理土とすることから一軸圧縮強さ

qu=100kN/m２を設計強度とした．また，スレーキン

グ防止は破砕後の泥岩の最大粒径を 10mm 以下とす

ることにより対処した．  

 さらに，埋立の最大水深が 14m であることから安

定材の分離防止方法の選択や冬季には海水温度が氷

点下になることからその強度発現の確実性が課題と

なった．  

 
表-10 設計・施工条件および施工方法 

 

工事名称 羅臼漁港用地造成工事 

目  的 岸壁背面液状化・スレーキング防止

設計強度 一軸圧縮強さ qu=100kN/m2 

安定材 
高炉セメントＢ種 
添加率 C=15.5% 

分離防止剤 事前混合処理土用 90mg/kg 
施工条件 埋立水深 D=14m 

埋立方法 
ブルドーザ埋立  D≦5m 
クラムシェル埋立 D≧5m 

課  題 
安定材分離防止 

低温養生時の強度発現 

 

（４）施工結果 

ａ）施工方法 

埋立材料の最大粒径は，回転式破砕混合工法設備

の材料定量供給設備の制限から 200mm 以下にする

必要があった．このため，埋立材料の採取はバック

ホウ 0.6m3 級で掘削後，自走式クラッシャで一次破

砕後ダンプトラック 10t で処理設備に運搬した．処

理設備への材料投入はバックホウ 0.6m3 級で行い，

処理土の積込・運搬はトラクタショベル 2.8m3 級を

使用した．処理土の埋立は安定材の分離防止と密度

増加を図るため，埋立深さ５ｍ以深はクラムシェル

0.6m3 級で埋立・水中転圧を行い，5m より浅い部分

はトラクタショベル 2.8m3 級で撒きだし後，バック

ホウ 0.6m3 で仕上げを行った．なお，造成地内には

処理土と普通土を同時に埋め立てるため，海中での 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

埋立材の混合を防止する目的で予め水中に大型土嚢

製の堰堤を設置した． 
ｂ）施工設備 

施工設備は工期短縮を図り，厳寒期の施工を避け

るため，30m３/h 級×１セットと 50ｍ3/h 級×１の合

計２セット設備して昼夜施工を行った．図-６に 50
ｍ3/h 級設備の概要を示す．破砕混合処理設備は，左

方から材料供給設備（土砂ホッパ 4m3 土砂フィー

ダ付），安定材供給設備（セメントサイロ 30t サ
ービスタンクフィーダ付），材料搬送設備（ベルト

コンベヤ B500），破砕混合設備（D1500 50ｍ3/h
級），および分離防止剤設備（スプレー噴射）から

なる．  
ｃ）処理土の製造 

処理土の製造は最大粒径 200mm 以下に粒度調整

した材料土砂（風化泥岩）を土砂ホッパに投入し，

その下部に設置したベルトフィーダから定量供給し

た土砂に安定材を所定量添加した後，破砕混合機ま

でベルトコンベヤで搬送する．土砂と安定材の混合

材料は，装置内をベルトコンベヤの搬送速度で自由

落下する間に高速回転するリンクチェーン（800rpm，

4 段×4 本 最上部には高張力鋼のブレード設置）に

より破砕混合する．破砕混合した材料は，ベルトコ

ンベヤで土工機械による積み込みが容易となる高さ

まで搬送する．この最後尾に設置したベルトコンベ

ヤの端部から分離防止剤を溶解した液体をスプレー

ノズルを用い所定量噴霧添加する．  
ｄ）安定材添加率 

 安定材添加率は，事前混合処理工法技術マニュア

ル 1)にしたがって決定した．安定材の種類は，これ

までの実績から耐海水性に優れる高炉セメント B 種

を選定した．事前混合処理土の室内配合試験は埋立

施工を考慮した試験方法を採用している．このため， 

通常のセメント安定処理土に比較して極めて小さい

密度になる．このことから安定材添加率に比較して

強度が小さいのが一般的である．試験は回転式破砕

混合機で製造後 5mm 以下に粒度調整した材料を 2

密度，3 添加率について行った．さらに、粒径の差

が強度発現に及ぼす影響を把握するため最大粒径を

10mmとしたケースについても行った．  

図-７に室内配合試験結果（材齢28日）を示す． 

乾燥密度の増加とともに強度が指数関数的に増加し

ており，この傾向は安定材添加率に関わらず同様で

ある．また，添加率20%について材料粒径5mmと 
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図-６ 回転式破砕混合設備（50ｍ3/h 級） 
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図-７ 室内配合試験結果 

 

10mm の 比 較 を 行 っ た 結 果 ， 乾 燥 密 度 が ρ

d=0.95g/cm3近傍では顕著な強度差が認められないこ

とから最大粒径10mmの材料を使用しても品質に差

異が生じないと判断した． 
図-７の結果を整理し，現場での埋立後の処理土

乾燥密度をρd=0.95g/cm3とした場合のセメント添加

率と一軸圧縮強さの関係を図-８に示す．ここで，

設計強度が一軸圧縮強さqu=100kN/m2であることか

ら強度の割増係数をα=2.0とし，材齢28日の配合強

度がqud=200kN/m2となる安定材添加率C=15.5％を決

定した．  
 さらに，低温養生時のセメント安定処理土の強度

発現は標準養生に比較して遅れるが，養生日数の増

加に伴い標準養生と同等の強度が期待できる4)こと

から，養生温度による割増係数の変更は考慮しない

こととした．  

また，セメント処理土に必要とされる六価クロム

の溶出量は材齢7日での溶出試験の結果，土壌環境

基準値を満足した．  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-８ セメント添加率と一軸圧縮強さ 

ｅ）破砕状況 

 本施工に先立ち，必要な粒径の材料を製造するた

めに破砕混合機の運転条件選定実験を行った．その

結果を図-９に示す．運転条件はリンクチェーンの

段数およびその回転数である．各ケースの運転条件

は，①は3段,750rpm②は4段,750rpm③は4段,900rpmで

ある．ヒストグラムはそれぞれの運転条件での破砕

前の材料の10mm以下および5mm以下の通過率を示

している．  
この結果から，運転条件をケース③ 4 段， 

900rpmとすると破砕材料の10mm以下の通過率は

94.5%，5mm以下の通過率は77.1%とほぼ目的とする

破砕効果が得られることを確認し，この条件で設備

の運転を行った．  
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

図-９ 現地破砕試験結果 

 

ｆ）施工管理方法および結果 

 日常の施工管理は表-11 に示す項目について行っ

た．含水比の測定値は最小ω=29.0%，最大でω

=37.5%，平均値でω=33.8%と泥岩の地山を掘削して

いることから大幅な含水比の変動は見受けられなか

った．また，破砕混合設備で製造直後の処理土をサ

ンプリングし強度試験を行った結果，一軸圧縮強さ

の平均値でσ28=453kN/m2 が得られた．この破砕混合

材料は海水中に埋立前の材料であることから安定材

の分離が生じていないこと，および供試体の密度が

ρd=1.02g/cm3 と想定値と比較して大きなことなどか

ら室内配合強度 qud=200kN/m2 を上回る値となった

と考えられる．  

破砕混合機で破砕前後の泥岩の状況を写真-２に

示す．上段が破砕前，下段が破砕後である．写真か

ら明確に分かるように，破砕混合後の材料は大きな

礫が破砕され，概ね 90%以上が 10mm 以下の材料と

なっている．  

 
表-11 施工管理項目および頻度 

 
項  目 頻  度 結果（平均値） 

含水比ω（%） ２回/日 33.8 
一軸圧縮強さ qu

（kN/m2） 
1 回/2,000m3 

σ7 229 
σ28 453 
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破砕前泥岩（最大粒径 200mm） 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

破砕後泥岩（最大粒径26mm） 

 

写真-２ 泥岩の破砕状況 
 

ｇ）施工実績 

本工事は秋から厳冬期の施工となることから，施

工期間が限られ昼夜施工を実施した．この結果， 

稼働日数 47 日に対して埋立実績（出来高）

V=372m3/日（昼夜），本年度の出来高数量は

V=17,513m3 であった．また，破砕混合機の作業能力

は 30m3/h 級と 50m3/h 級を合計した平均値で 1 時間

当たり製造能力（扱い数量）は V=43m3/h であった．

この実績から作業効率λを算定するとλ=0.54 とな

り，当初想定したλ=0.75 と比較して小さな効率と

なった．この原因は破砕後の最大粒径が制限された

ため、機械の回転数を大きくしたことから破砕・混

合効率が低下したものと考えられる。  

さらに，破砕混合設備での製造量が扱い数量とな

ることから，埋立完了後に実測して求めた出来高数

量との比（陸上土工での土量換算率）を求めると， 

 
表-12 施工実績 

 

使用設備 
30m3/h 級×1 
50m3/h 級×1 

出来高数量（m3） 17,513 
稼働日数（日） 47 
埋立実績（m3/日） 372 
製造数量（扱い m3） 22,400 
製造能力（扱い m3/h） 43 
作業効率 0.54 
土量変化率 1.28 

C/L =1.28が得た．この値は港湾工事で採用されてい

る裏込め材料の割増率 25%に近似した値となった．  

ｈ）処理土の品質 

処理土の品質については埋立完了後ボーリングに

よりコアを採取し，一軸圧縮試験により確認する予

定である．なお，一軸圧縮強さが qu=100kN/m2 と小

さいため，コアの採取はトリプルコアチューブサン

プラーを使用する．  
また，同時に埋め立て後の養生温度が強度に及ぼ

す影響についても，現在室内試験中である．その途

中経過では，事前混合処理土についても養生温度が

低いことに関わらず強度発現と積算温度に密接な関

係があることを確認済みである．このことから， 

埋立地盤の品質は設計強度を満足すると考えられる．  

 

 

４．まとめ 
 

 この論文では事前混合処理工法に回転式破砕混合

工法を採用した最初の実績を紹介した．従来，事前

混合処理工法においては礫質土や砂質土などが適用

可能な材料であったが，今回の実績により泥岩など

より広い範囲の材料が適用できることを示した．さ

らに，第三紀層の泥岩や頁岩類など，施工後のスレ

ーキングが課題となる材料についても，細粒化する

ことによりその現象を抑止出来ることから，これま

で土構造物として用いるに場合には課題のあった部

分へ適用が可能なことを示した． 

今後は，今回実施した軟岩類以外にもコンクリー

ト・アスファルト殻と建設発生土の破砕混合など従

来の破砕・混合設備では施工的あるいは経済的に困

難な材料についても回転式破砕混合工法の適用を図

る予定である．土木工事の現場で発生する建設発生

土の有効利用を通じて土木材料のリサイクル促進を

図ることは建設産業にとって重要な課題である．今

回紹介した回転式破砕混合工法は，有効利用範囲を

さらに拡大できることからリサイクル促進の有力な

手段と考えている．  
  

 最後に，本工法を採用するに当たり，ご指導ご指

摘を頂いた北海道開発局釧路開発建設部羅臼漁港建

設事業所の中内前所長，伊東前技術主任および所員

の皆様に謝意を表します．  
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